明治前期の災害対策法令 (第2輯) (その4) by 井上 洋
南山大学紀要『アカデミア』人文・自然科学編　第 17号，139―162，2019年 1月 139
 明治前期の災害対策法令（第 2輯）（その 4） 
































『百官履歴 一』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2 月），内閣記録局（編）『明治
職官沿革表 職官部』（国書刊行会，1974年 5 月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職官
沿革表 官廨部』（国書刊行会，1974年 6 月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3 月－ 1997年 4 月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
川弘文館，1981年 9 月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4 巻）（柏書房，1983年
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5 月），木村礎・藤野保・村
上直（編）『藩史大事典』（全 8 巻）（雄山閣出版，1988年 7 月－ 1990年 6 月），『日本史大事典』（全 7 巻）（平






「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されている。
それを大幅に改稿し，さらに 1869年 9月から 1870年 12月までの災害対策法令 52件を加えたものが，井上洋『明









 【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで） 
11b.  「府県置米金其他請払等改正条項」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 182）（5月 28日）
（145―146頁）【その他①】【経費事務】
12.  「庚午年国役金ノ徴収額ハ己巳年ニ準依セシム」（明治 4辛未年 4月 19日，民部省第 9）（6月 6日）
（468―469頁）【災害予防】【災害復旧】【経費事務】
13.  「無地高並ニ年々引ト唱ヘ高内引ノ分高掛物ヲ免除ス」（明治 4辛未年 5月 17日，太政官第 243）（7
月 4日）（213頁）【災害予防】【経費事務】
14.  「府県管下救荒夫食種籾等貸渡方ヲ改ム」（明治 4辛未年 6月 5日，太政官第 275）（7月 22日）（245
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頁）【罹災者救援】【経費事務】
15.  「府藩県交渉訴訟准判規程改正」（明治 4辛未年 6月 22日，太政官第 302）（8月 8日）（257―259
頁）【災害予防】
16.  「官林規則ヲ設ク」（明治 4辛未年 7月，民部省第 22）（8月［24日］）（481―482頁）【災害予防】 
 【注解】 














































































並常備金規則）（「県官人員䮒常備金規則」，明治 2己巳年 7月 27日，第 676，「府県常備金規則説明」，
明治 2己巳年 12月 2日，第 1112，参照）による。
　［備置米，備置金それぞれの交付の仕方。交付回数］









































文ヲ改ム」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 180）および『法令全書』の並びにおいて本件と前






























※ 1「府県預米金出納規則ヲ定メ府県諸費証書ヲ以テ納請ノ例規ヲ廃ス」（明治 7年 5月 5日，大蔵省第 43号達）。
※ 2「府県置米金遣払残収支ノ措置ヲ定ム」（明治 5年 10月 14日，大蔵省第 149号）。
※ 3 大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，（所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史料集成　
第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊），544―545頁。前項，す
第百八十一
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なわち「府藩県諸拝借証文ヲ改ム」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 180）の項を，参照せよ。
※ 4 こうすることにより “濫費 ” を抑制し，中央政府の費消分を増大させる狙いがあったと察せられる。
※ 5「府藩県諸拝借証文ヲ改ム」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 180）（前項）の※5を参照せよ。





※ 8「租税帳大積明細帳租税勘定帳等ヲ廃シ諸帳簿式改正」（明治 5壬申年 4月，大蔵省）。
























置として，一昨年己巳年の取立法に照らして草高 100石に付き金 1両 2分宛て取り立てることとす
る。
























例規に拠らず，高 100石当り金 1両 2分の賦課としたのである。




















5．己巳年分として徴収された国役金の総額（自明治 2年 10月至同 3年 9月第 3期歳入出決算表に
計上）は，101,987円 74銭 5厘であった※4。これは同会計年度の歳入総額の約 0.49％に当たる※5。「明




　一方庚午年分として徴収された国役金の総額（自明治 3年 10月至同 4年 9月第 4期歳入出決算
表に計上）は，53,865円 97銭 1厘であった※7。これは当該会計年度の歳入総額の約 0.24％である※8。
　上に載せた大蔵省民部省の連署による稟議には，庚午年はことのほか水害がひどく，今春（辛未
年）の国役普請の堤防修繕工費はおおよそ 60万円余りに上ると書かれているから，庚午年分とし
て徴収された国役金の総額 53,865円 97銭 1厘はその 10分の 1にも満たなかったことになる。











































損 10分の 5以上の場合に国役金を免除するとの准許を得てきた村里は，陸田の荒損 10分の 5以上
の場合には旧慣にしたがい国役金を䣈除する。その三。国役金の䣈除が宝暦 6年以後の請願にもと
















































※ 2 堤防国役金制度については，以下の項目を参照せよ。「関東川々堤防国役金ヲ徴集ス」（明治元戊辰年 8月，第
709），「諸国川々国役金上納ヲ須ヒス既納ノ者ハ之ヲ還付ス」（明治元戊辰年 12月 9日，第 1061），「諸県川々
国役金ヲ徴収ス」（明治 2己巳年 11月，第 1086），「川々国役金ヲ諸藩ニ徴収ス」（明治 2己巳年 12月 3日，




国役金が廃止されるのは 4年後，明治 8年のことである（「川々隄防費ニ取立ル国役金廃止」，明治 8年 2月 20日，
太政官第 25号布告）。





※ 9 大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，528―529頁。明治 3年 11月 28日は，西暦では 1871年 1月 18
日である。
※ 10宝暦 6年は西暦で表記すると 1756年である。
※ 11大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，531頁。
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石高，これらに賦課してきた高掛物を䣈除すべき旨太政官に稟申し（明治 4年 4月 29日），太政官
はこれを裁可し宣達した（5月 17日）。










































　明治 3年 11月 9日には，民部省の稟議にもとづいて，「諸藩支配所潰地代米永ヲ廃シ高内引ニ為










　さらに明治 4年 3月 7日「潰地代米渡廃止取計順序」（明治 4辛未年 3月 7日，民部省第 6）が
出されて，府藩県管轄地内にある潰廃地の地主に対する収納した租税からの代米の下付を廃止する
件について，改めて条則が示され，これに準依して該件を処理すべきことが府藩県に命じられた（【付


















































































※ 2「府藩県潰地代米永渡ヲ廃シ都テ高内引ニ措置セシム」（明治 3庚午年 7月 20日，第 475）。【付録 1a】，【付録
1b】参照。
※ 3「諸藩支配所潰地代米永ヲ廃シ高内引ニ為サシム」（明治 3庚午年 11月 9日，第 808）。【付録 2a】，【付録 2b】参照。
※ 4 潰地代米永については，【付録 1b】中の説明も参照せよ。
※ 5「潰地代米渡廃止取計順序」（明治 4辛未年 3月 7日，民部省第 6）。【付録 3a】，【付録 3b】参照。
※ 6「明治初期下総国（千葉県・茨城県）に置かれた県。明治 2年（1869）正月 13日，猿島・埴生・千葉・印旛・


















※ 8「用悪水路其他潰地段別引減租申出方」（明治 8年 2月 22日，大蔵省乙第 24号達）。












































治 3庚午年 7月 24日，第 484）。この論点につき，「民部大蔵両省管轄ノ寮司諸掛及事務条件ヲ区別ス」（明治
3庚午年 8月 9日，第 520）の項を参照せよ（井上洋『明治前期の災害対策法令 第 1巻』，784頁）。
※ 5 一般に米価は凶荒時には高騰し，通常時にはそれより下落するから，凶荒時のたとえば実米 1斗と通常時の実
米 1斗とでは，時価換算額に差が生じる。これを踏まえると，凶荒時に実米 1斗を夫食貸しし，後日通常時に
実米 1斗で返済する場合，やりとりされる米の高は同一であるが，その時価換算額では貸付側すなわち政府が
不利である。実はこの政府側の “不利 ”（裏返せば人民側の “有利 ”）のうちにも救済としての意味が存するの
であるが，政府はこのたび《実米での貸付，同量の実米の返納》を廃止することによって，この部分の “不利 ”








編 6 近代一』，新潟県，1987年 3月，153―154頁）。ところが，明治 3年 11月 5日，政府はこれを廃止するよ
う府県等に指示を出した（「正租雑税中石代金納其他不相当ノ因襲改正ノ予図ヲ開申セシム」，明治 3庚午年




































































　原規程には災害対策に関わる箇条として，第 14条と第 15条の 2条があった。これら 2つの条項は，
堤防・排水路等災害防除に係る施設に関する訴訟が起こされた場合通常の訴訟手続きとは異なる特

















※ 6 改正規程第 4条は，原規程の第 4条と第 5条に対応する。原規程の第 5条（聴訟開始以前に係る内済（示談）
に関する規定）が但書として第 4条に付される体裁になった。
※ 7 原規程第 6条は削除された。原規程の第 6条は，答者が主張する事実が訟者が訴状で示したそれと大きく異な
るときに，これを訟者の管轄庁に通知する手続きを定めたものである。
※ 8 原規程第 7条も削除された。原規程の第 7条は，答者の管轄庁において行なわれる審理の手続きに関する詳細
な規定である。
※ 9 改正規程の第 5条（ひとつの事件で訟者が数名に及び，しかもその数名の管轄庁がそれぞれ異なるような場合，
またひとつの事件で答者が数名に及び，しかもその数名の管轄庁がそれぞれ異なるような場合の訴訟手続きに
関する規定）は，原規程には無く，新たに書き込まれた箇条である。
※ 10 改正規程の第 6条は，原規程の第 8条に対応する。ただし，但書部分は改正規程において付加されたものである。
※ 11 改正規程の第 7条は，原規程の第 9条，第 10条に対応する。原規程の第 9条が改正規程第 7条の条文本体となり，
原規程第 10条がそれに付加される体裁である。原規程第 10条に当たる部分は記述が簡略化されている。また，
但書は原規程から大幅な削除が見られる（改正規程では原規程第 9条の但書の後半部分が削除されている）。





※ 13 改正規程の第 9条は，原規程の第 13条に対応する。ただし，条文はだいぶ変更されている。
※ 14 改正規程の第 10条は，原規程の第 14条に対応する。用語と表現にいくらか変更や削除があるが趣旨は不変で
ある。
※ 15 改正規程の第 11条は，原規程の第 15条に対応する。前後半の順序が逆転し，用語と表現にいくらか変更があ
るが，趣旨は不変である。
※ 16 改正規程の第 12条は，原規程の第 16条に対応する。改正規程では，「地所ニ関係スル訴訟」という表現が挿
入され，条文の性格規定が原規程よりも明瞭になっている。
※ 17 原規程の第 17条（再審に関する規定）は削除されている。
※ 18 改正規程の第 13条は，原規程の第 18条に対応する。
※ 19 改正規程の第 14条は，原規程の第 19条に対応する。




※ 21 原規程の第 21条（訴訟中訟者あるいは答者が行方をくらました場合についての規定）と第 22条（訴訟の原因
が訟者あるいは答者の管轄庁の官吏に関係し裁断を下し難い場合についての規定）は削除されている。
※ 22 原規程について詳しくは，「府藩県交渉訴訟准判規程」（明治 3庚午年 11月 28日，第 878）の項（前掲）を参照せよ。
※ 23 原規程の第 14条と第 15条についても，「府藩県交渉訴訟准判規程」（明治 3庚午年 11月 28日，第 878）の項（前
掲）を参照せよ。通常の訴訟手続きとの違いが詳細に説明されている。
※ 24 尚，改正規程については，藤原明久「明治初年における東京府裁判法の展開－民事裁判をめぐって－」（『神
戸法学雑誌』，第 35巻，第 4号，1986年 3月），1035頁に言及がある。参看せよ。「府藩県交渉訴訟准判規程」
は明治 4年 6月 22日に改正されたあとその存廃が問題となり，最終的に明治 10（1877）年 2月に廃止が確認
された（同上，1041頁。詳しくは「准判規程存廃ノ疑問」（明治 10年 2月 14日）（『太政類典』，第 2編（明
治 4年 8月～ 10年），第 337巻（訴訟一・民事裁判所一），54）を参照せよ。この項目には府藩県交渉訴訟准


































　【注解 5】地理司における組織規程の整備 2：「地理司職員令事務章程」（明治 3年 10月日闕）
　【注解 6】地理司における組織規程の整備 3：小括
【注解 1】本件「官林規則ヲ設ク」は府県に対して官林規則を頒示した民部省の達である。発出は


























































※ 1『法令全書』には「官林規則ヲ設ク」の発出の日付について明治 4辛未年 7月とだけ書かれていて，日が失わ









申年 6月 15日，大蔵省第 76号）は，「是迄官林
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　　　上に掲げた『農林行政史』の記述の中にある，明治 2年から 3年の時期に民部省が行なった官林に関する 2
回の調査とは，「府県官林総反別ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 7月 10日，第 637），「御林帳様式ヲ頒チ録上




そしてこの租税司属官の巡検結果を踏まえて，大蔵省は，明治 2年 7月 9日，伊豆国並関東府県に宛てて「関





治元戊辰年 12月 24日，第 1144）の中に御林帳の提出指示が書き込まれており，これら一連の流れを整理し
て見ると，明治 2年の前半期には会計官（→大蔵省）と民部官（明治 2年 4月設置）（→民部省）の 2つのルー
トで官林の調査と取締りが試みられていたと知られる。その後民蔵合併があり，租税司は民部省に移る（明治
2年 8月）。これ以降の官林調査に関してはあらまし次のようである。すなわち，明治 2年 10月 29日，民部
省から府県と預所ある諸藩に対して，「府県䮒預所アル諸藩ヲシテ郷帳村鑑帳御林帳高国郡村名帳高反別取米
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取計及諸帳簿進致ノ方ヲ定ム」，明治元戊辰年 12月 24日，第 1144については，井上洋『明治前期の災害対策
法令 第 1巻』，284―292頁を，「府県䮒預所アル諸藩ヲシテ郷帳村鑑帳御林帳高国郡村名帳高反別取米永一村限
帳ヲ進致セシム」，明治 2己巳年 10月 29日，第 1019に関しては，同上書，494―501頁を，それぞれ参照せよ）。
（この項，次号に続く。）
